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はじめに

本稿の課題は，近年のわが国における格差と

貧困に関する議論の活発な展開１）をふまえて，

その内容を現代資本主義の歴史的な構造変化，

現代日本における経済格差の具体的な実証分

析，そして社会的連帯政策などと結びつけなが＊立命館大学産業社会学部教授

格差と貧困の諸問題（上）
──社会的連帯政策を求めて──

松葉 正文＊

本稿の課題は，近年のわが国における格差と貧困に関する議論の活発な展開をふまえて，その内容
を現代資本主義の歴史的な構造変化，現代日本における経済格差の具体的な実証分析，そして社会的
連帯政策などと結びつけながら考察することにある。日本社会では，高度成長期以後，「豊かな人々」
が多数派を占めている。そして，ここで言う「豊かな人々」とは，けっして限られた富豪や富裕層の
みを指すのではなく，基本的生活手段を安定的に確保している人々という意味であり，社会経済的上
層と広範な被用者・中間層とからなる人びとのことである。こうした社会で，少数派である貧困層の
抱える問題を解決しようとすれば，貧困層と被用者・中間層（富裕層の一部を含む）とからなる新し
い民主的多数派形成とそれをふまえた社会的連帯政策の実現が必要である。それは，どのようにすれ
ば可能なのであろうか。この複雑で困難な問題について考えるために，本稿で私は，格差，貧困，階
級，階層などについて理論的考察を行ない，今日の日本経済における所得と資産の分布について具体
的な分析をし，さらに貧困の問題解決に寄与すると思われる経済政策と社会政策の骨格について考え
た。
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ら考察することにある。

格差を論じ貧困を告発する論文は多い。それ

らは，経済的苦境にある人びとに手をさし伸べ

ようとする大切な人間的共感や知的営為の貴重

な結晶でもある。しかし，今日の先進資本主義

諸国における格差の歴史的性格や貧困の社会的

比重を冷静に考量して，貧困や低所得からのよ

り実効性のある脱却の道と方途を模索する努力

は，学問的に未だ十分に積み重ねられていると

は言い難い。

こうした問題状況を念頭に置きながら，私は

本稿の執筆を進めていったが，その際の主な問

題関心は，次のような点にあった。すなわち，

もし貧困層が社会的少数派であるならば，貧困

層の状況を実際に改善しようとする方策の現実

的な具体化は，多数決原理を前提とする民主制

の下では，貧困層と被用者・中間層（その際富

裕層の一部を含む）とによる新しい民主的多数

派形成が実現しない限りなかなか困難である，

ということであった。どのようにすれば，富裕

層と被用者・中間層とからなる「豊かな人々」

が多数派を形成している今日の先進国におい

て，貧困層の抱える諸問題に積極的に対処しう

る新しい民主的多数派ブロックの形成が可能に

なるだろうか，またそれは理論的にどのように

根拠づけられるだろうか，このことが私の関心

の的であった。

取り扱うべき対象や論点は多岐にわたり，そ

れらを整理するだけでも大変な時間と労力を

要する。幸い，私は２年前に著書『現代日本経

済論：市民社会と企業社会の間』（晃洋書房，

２００６年）を刊行し，そこで現在の日本経済につ

いて理論的な考察と具体的な実証分析を行な

い，今日の日本の経済社会についてあるていど

包括的な像を─もちろん限界や弱点を伴いな
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がらではあるが─示すことができた。同書と

の関連でいえば，本稿は，その第５章「賃金・

労働条件の格差構造」と第６章「国民の所得階

層構造」での考察を，補完し，統計数値をアッ

プデイトし，展開した補論とでもいうべきもの

である。

１） ここでは，代表的な著作として，以下のもの
を挙げておく。橘木俊詔『格差社会：何が問題
なのか』岩波新書，２００６年；橘木俊詔・浦川邦
夫『日本の貧困研究』東京大学出版会，２００６
年；大竹文雄『日本の不平等：格差社会の幻想
と未来』日本経済新聞社，２００５年；佐藤俊樹
『不平等社会：さよなら総中流』中公新書，
２０００年；三浦展『下流社会：新たな階層集団の
出現』光文社新書，２００５年；岩田正美『現代の
貧困：ワーキングプア／ホームレス／生活保
護』ちくま新書，２００７年；湯浅誠『反貧困：「す
べり台社会」からの脱出』岩波新書，２００８年；
橋本健二『階級社会 日本』青木書店，２００１
年；後藤道夫「現代日本の格差拡大とワーキン
グ・プア」『歴史と経済』第１９５号，２００７年；『リ
ーディングス：戦後日本の格差と不平等』第１
巻盛山和夫編著「変動する階層構造：１９４５-
１９７０」，第２巻原純輔編著「広がる中流意識：
１９７１-１９８５」，第３巻白波瀬佐和子編著「ゆれる
平等神話：１９８６-２０００」，日本図書センター，
２００８年。

その他の主な著作は，本稿の注記に示されて
いる。また，注記には挙げなかったものの，本
稿の作成に関連して参照した文献については，
論文末尾に参考文献一覧として表示した。な
お，敬称は，フルネームの際に省略した。

Ⅰ 理論的枠組みの検討

１．豊かな多数派の形成

私は，先に刊行した著書のなかで，わが国に

おける格差と貧困の現状に関連して，次のよう



に述べた。「高度成長期以後，日本社会では，

豊かな人々が多数派であるという基本的構図

は，今日まで不変である。そして，ここでいう

『豊かな人々』とは，衣食住の基本的生活手段

を安定的に確保している人々という意味であ

る。もう少し具体的に表現すれば，住宅とかな

りの耐久消費財を所有し子供に無理なく大学教

育を受けさせる所得と資力のある人々から，借

家住まいであるが人並みの耐久消費財を有し衣

食住のミニマムを安定的に確保しえている人々

までを含んでいる。それはまた，特権的富裕層

ないし富豪とでもいうべき人々，つまり十分な

資産を保有し稼得労働の必要性から解放された

人々，を必ずしも意味しない〔のみを意味しな

い〕」１）。（なお，今回の引用に際し，誤解の生じ

る可能性を減らし，より正確に私の意図すると

ころが読者に通じるよう，文章最後部分の表現

を「人々，を必ずしも意味しない」から，ここ

で「人々，のみを意味しない」へ変更したい。）

ここでは，上述の規定を，もう少し詳しく展

開して論じてみたい。ここで私が「豊かな

人々」と規定したのは，文章と文脈から明らか

なように，富豪や富裕層，つまり所得や資産の

点で評価した場合の社会的（最）上層のみを指

してはいない。そうではなくて，たとえば所得

について社会層を大まかに上層，中層（そのな

かの上・中・下），下層に区分した場合，その

上層から中層まで，さらに時によっては下層の

上部までを含むものとして，この用語を使って

いる。

こうした用語の使用法に対しては，それは社

会の下層の状態を美化するもの，あるいは結果

的に下層の貧困な状況を隠蔽するものという批

判ないし非難がなされるかもしれない。私は，

そのような解釈がなされる可能性をある程度予
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感しながら，なお敢えてこうした用語の採用と

使用を，ここでそしてまた本論文全体を通じて

擁護するつもりである。

「豊かな人々」とは，端的に言って─上述

の通り─「衣食住の基本的生活手段を安定的

に確保している人々という意味である」。こう

した人々が，先進諸国における社会の多数派を

形成するようになったのは，第２次世界大戦

後，それも各国が高度経済成長期を経た後のこ

とであり，そうした事態は，単に近代史や資本

主義史のみではなく，人類史が初めて経験する

ことであった。この結果，先進諸国において形

成された社会経済関係，より具体的に言えば，

そこでの階級配置ないし階層形成は，それ以前

の人類史における経験とは全く異なったものと

なった（もちろん，両大戦間の欧米にその萌芽

が存在したのは事実である。つまり，アメリカ

におけるフォード主義的生産・労働様式，ドイ

ツにおけるワイマル憲法とその下での新しい労

使関係など。しかしながら，勤労者の多数派
毅 毅 毅

が

豊かな人々となったのは，第２次大戦後の高度

成長期以後のことである）。

今日，OECD諸国において格差と貧困につい

て考える場合，貧困層を等価可処分所得の中央

値の５０％（６０％あるいは４０％とする国もある）

以下とし，富裕層を同中央値の２００％以上とす

ることが多い（もっとも，富裕層の定義は，貧

困層のそれ以上に，多様でありまた人によって

異なるが）。そして，EU諸国では，２００５年に，

貧困層は所得再分配前でほぼ２０％から３３％，再

分配後ではほぼ１０％から２０％の間となってい

る２）。逆にいえば，EU諸国では，人口の五分の

四は貧困層ではなく，そのすべてが富裕層であ

ることはもちろんないが，それでも「基本的生

活手段を安定的に確保している人々」である。



そして，こうした事情は，日本や米国において

も，基本的に同様である。これらの人々は，私

達が世界全体の状況を見渡してみたとき，やは

り「豊かな人々」であると特徴づけるのが妥当

であろう。だからこそ，世界各地から先進諸国

に向って押しよせる合法あるいは非合法の移民

や難民の群が絶えないのである。

また，先進諸国におけるこうした事態は，人

類史を回顧してその中に位置づけたとき，人類

が初めて経験することであり，その意義はまさ

に驚異的ですらある。もちろん，貧困層以外の

者すべてが，いわゆる金持であったり，富裕層

ましてや富豪であったりするわけではない。富

豪と呼ばれるような人々は，文字どうり僅かな

少数派であり，富裕層といえども安定したかな

りの資産をもつ人々となると人口の１割からせ

いぜい２割の「少数派」であろう。しかし，日

本を含む先進諸国において「基本的生活手段を

安定的に確保している人々」の社会における数

的比率を考える場合，過去の歴史を回顧し，今

日の地球全体を見廻したとき，先進各国では彼

らが人口の多数派を形成している，と捉えるこ

とが正しくまた必要なことであるように，私に

は思われる。

２．格差と貧困について

経済的な格差（ないし不平等）の存在それ自

体については，一般に，社会的にありうるし，

あって良いし，またある程度までは必要ですら

ある，と考えられている。経済的格差は，一般

的に言って，社会的に承認され，また是認され

ているといってよい。

それに対して，富裕と貧困に対する社会的評

価には，多くの複雑な諸問題が内在しまた付随

している。通常，格差と貧困がセットとして取
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り上げられ議論されることが多い（本稿の主要

な課題もそこにある）が，富裕（層）それ自体

を問題にすることも，ほぼ同様に重要であろ

う３）。私達は，この問題を取り扱う際に，決し

て富者に対する嫉妬や怨恨のレベルに留まって

いてはならず，それに対して冷静かつ批判的に

対応しなければならない。つまり，より良い社

会，理想的な社会を真剣にまた冷静に模索する

場合には，貧困の問題と同様に富裕の問題，そ

の具体的なあり方について，事実と規範の両面

から検討を加える必要があるだろう。所得の面

では，年収額いくら以上を富裕層と定義すれば

よいのだろうか。資産所有額いくら以上を富裕

層とするべきだろうか。経営者の年収は，当該

企業従業員の平均年収の何倍以上になれば社会

的常識に照らして是認されなくなるのだろう

か。もしも財政再建の一手段として富裕税を所

得と資産に設定しようとする場合，その年収と

資産額の境界値はどのくらいが妥当だろうか。

私達が，貧困の問題に正面から取り組もうとす

れば，上述のような富裕の問題にも，あわせて

見解をまとめていく努力が必要とされるだろう

（残念ながら，本稿では，対象の限定そして何

よりも筆者の準備不足から，ここでは課題の指

摘に留めざるをえない）。

さて，ここでの本来のテーマに戻ろう。格差

とは違って，貧困はあってはならないものであ

る，と言われる。その通りだと思う。しかし，

その貧困をどう定義するかとなると，問題はた

ちまち複雑で困難なものとなってくる。日本に

おいて社会問題として取り上げるべき貧困が，

絶対的貧困，つまり生物としての日々の生存が

直接に脅かされている状態，日々生きていくた

めの食料調達がきわめて困難であり，薬や医療

設備が無く，安全な水の供給はもちろん上下水



道設備がそもそも存在しないような状況，多く

の開発途上国で今日見られ，また敗戦直後の日

本の諸都市で見られたような貧困，でないこと

は大方の一致するところである。

わが国で今日問題となっている貧困とは，当

該者が社会の一員として生きていくために必要

な生活費を確保し得ないという状況，つまり相

対的貧困である。ところが，「社会の一員とし

て生きていくために必要な生活費」をどう考

え，どのように規定するかということになる

と，たちまち問題は複雑になり，多くの人々の

間で見解が分かれることになる。その月収や年

収の境界値をどう設定するかは，各人の人生観

や世界観，一言でいって価値判断によって大き

く異なってくるからである。ましてや，そのう

えで，社会的に承認され是認される数値を決め

ようとすれば，大きく議論が分かれなかなか収

斂する方向へは向わない。

もっとも，今日の先進諸国では，その貧困層

の境界値を年収（等価可処分所得）の中央値

（平均値ではない）の半分と設定することが一

般的である。そして，わが国では，政府が認定

しているような貧困線（数値）は存在しない

が，その役割を事実上，生活保護費のラインが

果たしている。

ところで，そうした理論的な貧困線の設定問

題とはひとまず別に，そもそもわが国における

貧困層とは，どのような人びとであり，またそ

れは何人ぐらいと考えられるだろうか。私の試

算によれば，おおよそ次の通りである。ａ）生

活保護受給者 約１５０万人４），ｂ）ホームレスの

人々 約２.５万人５），ｃ）非正規雇用者（２００７年

１７３２万人）の内，家計補助労働者を除いた数

（２００３年調査において，前者のうち，正社員で

働ける会社がなかった者の割合が２５.８％であっ
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たことを考慮して概数を算出）約４５０万人６），

ｄ）母子家庭に属する者約３２０万人の内，約１７０

万人（母子家庭の貧困率５３％から算出）７），ｅ）

高齢者については，その２００６年における人数

２６６０万人の内，年齢別貧困率から算出した概数

として５７６万人８），などを挙げることができる。

以上の単純合計数は，約１３５０万人である。もち

ろん，これらの各数値間には重複が考えられる

から，その実数をいま直ちに確定することは困

難である。また，日本の生活保護の捕捉率は，

だいたい１０％～２０％と考えられているから９），

本来それを受給できるにもかかわらず，そうし

ていないあるいは不本意ながらそうできていな

い人達が６００万人～１３５０万人はいるだろう，と

いうこともあわせて考慮しておかなければなら

ない。なお，貧困者数に関する最も粗い推計値

は，２００４年に発表されたOECD統計での日本の

貧困率１５.３％１０）を日本の人口数１.２７億人に掛け

た，約１９４０万人ということになる。

要するに，日本の貧困層は，ごく僅かな少数

者というわけではないが，やはり社会全体の中

ではマイノリティであり少数派である。貧困層

以外の，富裕層と中間層を合わせれば─私は

彼らを「豊かな人々」と規定する─，彼らが

明確な社会的多数派を形成している。

しかし，だからといって，貧困層の現状を放

置しておいて良いということには，もちろんな

らない。彼らの生存条件と生活条件を一刻も早

く少しでも多く改善する必要は，その苦境に対

する僅かな想像力さえあれば，誰でも同意でき

ることであろう［ところで，こうした自明とも

思える経済政策と社会政策の現実的具体化が，

なぜかくも社会的に困難なのだろう。今日にお

けるその最大の理由，最大の根拠こそ，豊かな

多数派による自らの利益優先を志向する民主的



な多数決決定にある，と私には思える］。また，

そのようにして，日本における社会的包摂と社

会的連帯，そして民主主義と市民社会を強化す

ることが，わが国の内政と外交の充実，そして

社会の安定的な発展のためにもぜひとも必要で

ある。

つまるところ，格差はあるが貧困はないとい

う，そういう理想郷ともいうべき社会は，どの

ようにすれば形成が可能なのだろうか。また，

そのためにはどういう条件が必要なのだろう

か。おそらく，強力で効果的な貧困対策，福祉

政策と福祉制度の充実，そして新しい市民社会

の建設，などが鍵となるだろう。

ところで，本稿の執筆に際して，当然ながら

具体的な貧困ラインの数値についても幾つかの

具体例を調べ比較してみた。そのなかで，私が

最も妥当だと思った数値は，橘木俊詔・浦川邦

夫『日本の貧困研究』（東京大学出版会，２００６

年）の７９頁で示されていたものである。それに

よれば，たとえば２００１年に，年間可処分所得額

が，次の数値以下の場合に貧困世帯と定義され

ている（なお，等価尺度は０.５と設定されてい

る）。単身世帯１３１万円，２人世帯１８５万円，３

人世帯２２７万円，４人世帯２６２万円，５人世帯

２９３万円，６人世帯３２１万円，７人世帯３４６万円。

私の能力と準備の不足のために，その他の貧困

ライン数値との比較検討について今ここで展開

して論ずる余裕はない。しかし，貧困ラインに

ついてある程度基準となる数値を示しておくこ

とは，行論上ぜひとも必要であると考え，ここ

で敢えて言及しておく次第である。

３．階級と階層の現在

格差と貧困の問題にとって，階級と階層の問

題は，ただ重要であるというだけでなく，本質
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的重要性をもつものであるといってよい。近代

社会は，過去数世紀の間，世界の多くの資本主

義諸国において資本家階級と労働者階級の関係

を基軸として展開してきたのであるから，現代

社会を理論的に把握しようとする場合，階級の

問題を避けて通ることはできない。そして，２０

世紀初め頃までは一般に，また今日でもある程

度，労働者階級ないし労働者層が社会の下層を

形成しているからである。

階級をどのように定義するかは，複雑な理論

的問題であるが，概ね次のような三つの方法に

よる接近が可能であろう。ａ）生産手段の所有

と非所有を決定的な基準と捉え，それをふまえ

て生産関係に占める位置によって階級を定義す

るマルクス的方法。ｂ）所有の問題を重視しつ

つも，市場におけるチャンスと諸条件のあり方

によって区別される人々の集団を階級と定義す

るヴェーバー的方法。ｃ）生産手段の所有と非

所有だけでなく，それに加えて，組織における

地位，資格（国家や民間団体による認定），特殊

な技能や技術なども階級的地位および搾取・被

搾取関係に強い規定性をもつものと捉えるロー

マー（JohnRoemer）やライト（ErikOlin

Wright）の新しい階級理解の方法１１）。

また，階級の問題について考える場合には，

それを歴史的視点から捉えることもたいへん重

要である。すなわち，階級がひとたび形成され

れば，それが経済や社会の発展とともに単線的

に比例して発展していくと捉えるのではなく，

階級を成長と退歩，前進と後退，形成と解体な

ど双方向的な運動と傾向を内在させたものとし

て捉える必要がある。たとえば，J.コッカ

（JürgenKocka）は，階級というものを，次の

四つの歴史的位相において把握している。１）

資本・賃労働関係の歴史的な成立過程（いわゆ



る本源的蓄積過程）。２）資本・賃労働関係の成

立をふまえた階級利害の形成。ただし，この段

階では，その利害は労働者によって自覚的には

意識されておらず，「潜在的」ないし「客観的」

利害である［マルクスの即自的階級（Kassean

sich），ヴェーバーの市場階級（Marktklasse）］。

３）客観的な階級状況を認識した労働者が集団

としての一体性を意識するようになり，その結

果労資間のこれまでの「潜在的」対立は，明白

な「緊張」関係にまで顕在化する［マルクスの

対自的階級（Klassefürsich），ヴェーバーの社

会的階級（sozialeKlasse）］。４）上記の階級状

況と意識を共有する者達が，組織を形成し共同

行動をとる（行動する階級）１２）。

コッカ氏は，そのように述べたうえで，こ

れらの位相が一方向的なものではなく，逆方

向運動ないし双方向運動もありうると指摘し

ている。また，彼は，階級進化の過程が複雑

で終りなき過程であること，そして階級形成

（Klassenbildung，classformation）の過程がそ

の退化（Devolution）過程をも含むこと，さらに

は階級崩壊ないし階級解体（Klassen-Entbildung，

classdissolution，classfragmentation）という

現象すら生起しうることに注意を喚起してい

る１３）。

なお，以前に私は，階級の問題に関連して，

次のように述べた。

「この点に関連して付言すれば，世界的にみ

て第１次世界大戦後に一般化しはじめた，労働

者階級の同権化と市民化，生存権を含む社会的

基本権の承認，および男女普通選挙権の実現が

もつ極めて大きな歴史的意義が再確認されなけ

ればならない。

世界史的にみて，第１次世界大戦までが階級

形成の進化過程であったとすれば，それ以後に
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おいては階級形成の退化過程が進行している。

第２次世界大戦後の高度経済成長と近年の「労

働者追放Arbeiterlegen」（１６～１９世紀のドイツ

の農民追放［Bauernlegen］を想起せよ）過程

［製造業，鉱業部面での労働者数の相対的絶対

的減少，第３次産業での就労者数の比重増加，

特に技術革新と情報化の著しい進展に伴う新た

な社会的中間層の増大など］の進展は，そうし

た傾向を決定的なものとした」１４）。

「これらの諸点に関連して，それでは古典的

マルクス主義が定義した労働者階級は，今日ど

こへ行ったのだろうか。労働者階級が完全に消

滅したわけではない。今日の社会に階級は存在

しているし，望む者がいればこの社会を「階級

社会」と名付けてもよい。しかし，記述的意義

と規範的意義とのバランスを保ちながら「社

会」を修飾してその社会の本質と全体像に接近

するという役割を，「階級」概念は，今日の先進

諸国の社会分析において果たすことができない

だろう。階級間の境界はすでに相当程度不明瞭

化しているし，歴史的傾向的にますます不明瞭

化していくだろう。今日の先進資本主義国を

「階級社会」と規定することに積極的な現実的

意義はないし，またそのことによって社会の中

での個人の運命や動向および社会自体の発展方

向がより明確になるわけでもない。「階級社会」

規定は，ほとんど政策的意義をもたないし，歴

史的展望を考究する上でも，あまり役立つこと

はないだろう。端的に言って，「労働者階級」

という概念は，未来包摂的なものではなくなっ

たのである。今日の先進工業諸国は，少数の億

万長者と圧倒的多数の貧困者という階級的経済

的配置をしておらず（アメリカ合州国のみがそ

の像に幾分近いが，もとよりアメリカ資本主義

をその側面のみで評価することはできない），



著しい所得分配の不平等を伴う（ここでも，米

英はその像に幾らか近い）二極分化的傾向をも

つ社会ではない」１５）。

現時点においても，私は上述の内容と規定を

変更する必要を認めない。階級と階層の問題に

関連して，いくらか追加するとすれば，少なく

とも現状分析のレベルでは，したがって政策論

のレベルではなおさら，（階級ではなく）階層

の問題を具体的に論じる方が，より生産的であ

る。階級という用語あるいは概念がまれに有意

義な場合もあるが，それはあくまでも同概念が

現実の諸関係を正しく捉え反映しえている限り

で，また同概念が現実社会のより具体的な局面

の分析と解明，とりわけ階層論や政策論と有効

に結びつけられた場合にのみ，そうである。

第２次世界大戦後とりわけ高度成長期におけ

る前例のない経済成長，民主化と社会福祉制度

の前進，消費主義と大衆文化の興隆，労働と余

暇の間のバランスの変化，社会的不平等の型の

不鮮明化，人生における機会の個人化，家族と

家庭の構成と機能の変化，ジェンダー間の関係

の本質的変化，これらの諸要因ないし諸条件の

変化が，階級による個人のアイデンティティー

形成への影響力を決定的に侵食したのであ

る１６）。

２０世紀初め頃までの伝統的階級構造の中にお

ける労働者階級とは，非市民であって参政権や

自由権や労働基本権などの枠外におかれた存在

であった。通常，厳しくそして過酷な肉体労働

に従事し，日当や日銭を稼いで生活し，無所

有，粗末な衣食住環境，貧困と欠乏，医療施設

や教育制度（とくに中・高等教育）への事実上

のアクセス困難，という中で生活し人生を送る

ことを余儀なくされた無産階級＝プロレタリア

ート（Proletariat）であった。
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今日の先進諸国における被雇用者（以下，被

用者と記す，その主な構成員は労働者と職員で

ある）の大多数にとって，その生活条件は，過

去のそれとは根本的に異なっている。今日の被

用者層は，同権化と市民化という歴史的成果を

基盤とし，経済成長を土台として衣食住の各面

で生活水準を上昇させ，その全体ではないが多

数派においてかなり安定した給与所得と幾らか

の（場合によってはかなりの）財産ないし資産

をもつ勤労者達である。彼らの大多数は，無産

階級としてのプロレタリアートでは決してな

い１７）。

今日の被用者層の内部は，もちろん多様な階

層に分化しており，それに従って彼らの間の利

害関係も同一ないし一様ではなく，様々に異な

っている。単純労働に従事する工場の労働者

（その実態も上記のような古典的イメージとは

相当異なっている），一般事務職員層，ホワイ

トカラー層，管理者層，技術者層，専門職層，

（さらに知識人層）など，これらの人々ないし

これら各層の間では，給与と労働条件が著しく

異なっており，給与を受け取る側であるという

共通性のみを理由ないし根拠として彼らを一括

して労働者階級と呼ぶことは，事実認識におい

て具体性を欠き，政策論において混乱を齎すだ

けである。多くのホワイトカラー層や職員層，

管理者層，技術者層，専門職層，知識人層など

は，むしろ新中間層として捉える方が，現実の

社会構造とその変化の方向に照らして，より適

切であるといえよう。しかも，この新中間層

は，技術革新と情報化の進展に伴って，その数

と社会的意義がますます増大しつつある人々で

あり階層である。



４．その他の留意点

上述のような基本問題と並んで，その他にも

以下のような，なお考慮されるべき重要な留意

点が存在する。

ⅰ）「豊かな人々」あるいは「貧困層」をどう

定義するのかに，個々の先進諸国をとりまく国

際経済的連関が，もちろん影響を与える。この

影響をどのように定義に組み込むのかは，国際

価値論の問題を含めてきわめて大きな難問であ

るが，この問題自体が無視されることがあって

はならない。おそらく一般的に，次のように言

えるだろう。開発途上国における絶対的貧困層

の広範な存在および世界経済における国際的連

関とその影響をより強く意識して貧困の問題を

考えようとすれば，先進国における貧困層の所

得境界値はかなり下降し，その推定貧困層は薄

くなりまたその数は少なくなるだろう。逆に，

それらを「無視」ないし「軽視」すれば，貧困

層の所得境界値は全体として上昇し，貧困層は

厚くなりまたその数は多くなるだろう。

いずれにせよ，先進諸国の経済たとえば日本

経済の国際的連関という現実が，「豊かな人々」

あるいは「貧困層」の定義に取り込まれなけれ

ばならない。それを実行しようとすれば，先進

国における貧困層の定義問題に一定のゆがみや

ねじれを齎すことは，避けられない。しかし，

国際的連関を考慮に入れること自体は，絶対に

必要なことである。

ⅱ）また，上述のような国際的連関の重視，

軽視，無視ないし捨象ということとは別に，先

進国における貧困の問題を考える際に，「自尊

の社会的基盤」の問題をどのように考えるかと

いうことがある。この「自尊の社会的基盤」と

いうのは，周知の通りJ.ロールズの言葉である
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が，その内容として「市民が自分の人格として

の価値について生き生きとした感覚をもち，各

自の目的を自信をもって推進するために通常不

可欠な基本的諸制度のさまざまな側面」１８）と規

定されている。

この自尊の社会的基盤の確保ということを重

視すればするほど，貧困層の所得境界値は必然

的に上昇し，その場合貧困層は厚くまた数多く

評価される傾向をもつことになるだろう。

ⅲ）特定の社会を，そこでの経済的格差とそ

の内部の流動性（人々の垂直的社会移動のこと

を，ここではこのように表現する）を基準とし

て区別すれば，社会の特徴として，次のような

４つの類型が抽出されるだろう。すなわち，

１．格差が大きく，流動性も低い。２．格差は

大きいが，流動性は高い。３．格差が小さく，

流動性も低い。４．格差が小さく，流動性も高

い。さて，人々はまたあなたは，どのような社

会類型を選好されるだろうか。

長い人生の中の一時的貧困ならば，そしてと

くにそれが若い時期のものであれば，多くの

人々は，おそらくそれを受け入れ許容するだろ

う（わが国には，若い時の苦労は買ってでもせ

よ，という格言まである）。しかし，貧困と低

所得の長期化・固定化は，例外なく誰にとって

も苦しく耐え難いものである。そして，それは

社会的には多くの犯罪や社会病理現象の源泉と

なる。このことは，否定しがたい人間世界の現

実であり，またそこでの歴史的教訓であるとい

ってよい。

ⅳ）結果の平等と機会の平等に関して，かつ

て私は次のように述べた。「機会の平等と結果

の平等との関連について……近年の国内外での



議論の多くは，後者の重視は結果として社会か

ら勤労意欲と活力を奪うものであり，重要なの

は後者よりも前者である，と主張する。こうし

た主張に幾分かの理を見出すことはできるが，

果たしてある程度の結果の平等がない所で，い

ったい本当に機会の平等が保障されるのだろう

か。私には，ある程度の結果の平等があって初

めて機会の平等が確保されると思われる。この

「ある程度の結果の平等」が，どの程度を具体

的に意味するのかはもちろん難しく，それを明

らかにすることは重要な現実的政治課題であ

り，また今後も引き続く研究課題である。しか

し，私には，少なくとも，それが現行の社会的

経済的不平等度をさらに拡大することを意味し

たり，根拠付けたり，合理化したりするもので

あるとは，到底考えられない。（今日の先進国

社会においても，経済的不平等ないし格差の存

在が人々の間の競争を刺激し，社会的な効率と

経済成長の増大に寄与する側面がないとはいえ

ないだろう。しかし，今日それと同様にあるい

はそれ以上に重要なことは，その競争における

敗者や，そもそも競争から事実上あらかじめ排

除されている人々を社会がどのように扱うのか

また扱おうとしているのか，という問題であ

る。効率と公正のバランスをより慎重に模索す

ること，社会福祉制度の充実にこれまで以上に

配慮することが，緊要である。）」１９）

以上の叙述に，少しここで付け加えたい。機

会の平等を強調する人々は，しばしば敗者復活

戦の重要性を同様に強調する場合が多い。敗者

復活戦は，無いよりは有る方が，またその機会

が少ないよりは多い方が，確かに一般的には望

ましい。しかし，私達は，この問題について

も，それを別の側面からも考察する必要があ

る。

立命館産業社会論集（第４４巻第３号）10

言うまでもなく，個々の人間の生命は有限で

ある。その限られた人生のなかで，社会的に労

働可能な期間となれば，さらに限定されたもの

になってくる。人間にとって，一般に４０歳代あ

るいは５０歳代において複数回の敗者復活戦に臨

むというのは，厳しく過酷なことである。この

点についてもまた，私達は深く留意する必要が

ある。

ⅴ）社会の経済的不平等ないし格差について

考えるとき，私達は通常，所得再分配の前と後

を区別して考える。再分配前には大きな格差が

存在していたが，再分配後にはその格差が著し

く縮小している場合，あるいはそれほど格差が

縮小していない場合など，国によって様々であ

る。

私は，所得の再分配によって，不平等と格差

を大きく縮小させている国々の制度や政策的努

力を，もちろん高く評価する。しかし，より重

要なことは，再分配前からすでに格差が小さい

ことであろう。つまり，市民社会それ自身のレ

ベルにおいて，そもそも格差と不平等が小さい

ことが望ましい。国家を介した所得再分配によ

る格差の縮小ももちろん重要であるが，人間の

尊厳という問題を考慮すれば，市民社会におけ

る格差の縮小が第一にそしてより重要である。

J.J.ルソーが，すでに１７５５年に『政治経済論』

において，「したがって，政府の最も重要な事

業のひとつは，財産の極端な不平等を防止する

ことにある。それは，財宝を所有者から取り上

げることによってではなく，それを蓄積するす

べての手段を取除くことによって，また貧乏人

のために救済院を建てることによってではな

く，市民が貧しくならないように保証すること

によってである」２０）と述べている通りである。



ⅵ）格差よりも貧困が問題である，というテ

ーゼは「正しい」。しかし，格差のあり方もも

ちろん重要である。民主主義の健全な発展を望

み願うならば，そのことは，なおさら重要であ

る。歴史を振りかえれば，格差が小さくそして

厚い中間層の存在する社会が，相対的にみて最

も市民社会に活力があり，民主主義の制度と運

用の点で健全であることがうかがえる。貧困問

題への対応が，社会全体の経済格差の縮小と結

びついて進展することが望ましい。

【注記】
１） 松葉正文『現代日本経済論：市民社会と企業

社会の間』晃洋書房，２００６年，pp.if。
２） LebenslageninDeutschland:Der3.Armuts-

undReichtumsberichtderBundesregierung,

2008,TeilC,S.19-32.

３） 近年の代表的研究として，橘木俊詔・森剛志
『日本のお金持ち研究』日本経済新聞社，２００５
年；森剛志・小林淑恵『日本のお金持妻研究』
東洋経済新報社，２００８年，がある。

４） 『厚生労働白書』２００８年版，付属CDデータに
よる，２００６年の数値。

５） 岩田正美『現代の貧困』ちくま新書，２００７年，
p.１０３，による２００３年の数値。

６） 『厚生労働白書』２００８年版，pp.５２-５４。
７） 『母子家庭白書』２００６年版；橘木俊昭『格差

社会』岩波新書，２００６年，p.７０，による，２００３年
の数値。

８） 『国民生活白書』２００７年版，p.２４６；橘木俊昭
『格差社会』，p.６９，による。

９） 阿部彩他『生活保護の経済分析』東京大学出
版会，２００８年，p.２４８。

１０） 橘木俊昭『格差社会』，p.２４。
１１） 橋本健二『現代日本の階級構造：理論・方

法・計量分析』東信堂，１９９９年；渡辺雅男『階
級！社会認識の概念装置』彩流社，２００４年；マ
ックス・ウェーバー『権力と支配』濱島朗訳，
みすず書房，１９５４年，などを参照。

１２） JürgenKocka,LohnarbeitundKlassenbildung:
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ArbeiterundArbeiterbewegunginDeutschland

1800-1875,Berlin/Bonn,1983,S.23-30；山井
敏章『ドイツ初期労働者運動史研究：協同組合
の時代』未来社，１９９３年，pp.２４-２８，参照。

１３） J.Kocka,op.cit.;do.,TheDifficultRiseofa

CivilSociety.SocietalHistoryofModern

Germany,in:MaryFulbrook(ed.),German

HistorySince1800,Arnold1997,pp.501-507.

１４） 松葉正文『現代日本経済論』，pp.６f.,より。た
だし，私がこの規定を最初に発表したのは，
「市民社会と現代日本経済：市民社会と企業社
会の間」『立命館産業社会論集』第３４巻第１号，
１９９８年６月，p.５３，においてである。

１５） 松葉正文『現代日本経済論』，p.１４。
１６） ユルゲン・コッカ「市民社会の困難な成立：

近代ドイツの社会構造史」山井敏章・松葉正文
訳，『思想』岩波書店，１９９８年９月号，p.６３，参
照。

１７） Vgl.JosefMoser,ArbeiterlebeninDeutschland

1900-1970:Klassenlagen,KulturundPolitik,

FrankfurtamMain1984,pp.224-236.

１８） ジョン・ロールズ『公正としての正義 再
説』田中成明他訳，岩波書店，２００４年，p.１０１。

１９） 松葉正文『現代日本経済論』，pp.２８f。
２０） J.J.ルソー『政治経済論』河野健二訳，岩波

文庫，１９５１年，pp.３５f。

Ⅱ 現代日本の経済格差について

１．所得と資産の分布

まず，国民の所得階層構成をみてみよう。厚

生省の「国民生活基礎調査」によれば，１９９６

［８９］年において，年間所得１５０万円未満の世帯

が全世帯の９.６［１０.２］％を占め，同２５０万円未満

が全体の１９.７［２１.６］％となっている（４人世帯

では，９６［本項目のみ８８］年でそれぞれ０.７［１.７］

％と３.９［７.８］％）。これらの世帯とりわけ前者

が，日々の生活が物質的に極めて困難な状況に

あることは明らかであろう。社会保障をはじめ



社会改革の成果は，まず第１にこうした階層

の生活条件改善に向けられるべきである。し

かし逆に，年収３００万円以上世帯が全体の７５.６

［７２.６］％，とくに同５００万円以上が５４.５［４７.１］

％も存在していること，そして平均所得額が

６６１.２［５６６.７］万円であり，中央値が５４０［４７１］

万円にも達していることは，現在の日本の社会

体制の経済的基礎が決して脆弱ではないことを

充分に示している。

この点の評価は，２００３年における所得状況を

調査した厚生労働省「２００４年国民生活基礎調

査」の結果をみても，基本的に変らない。所得

分布の発表が５０万円ではなく１００万円刻みにな

っているため幾分注意を要するが，概要は次の

通りである。年間所得１００万円未満の世帯が全

世帯の５.９％を占め，同２００万円未満世帯が全体

の１７.５％となっている。しかし，年収３００万円

以上世帯が全体の７１.２％，さらに５００万円以上

世帯が４７.８％を占めている。平均所得額は５８０

万円であり，中央値は４７６万円である。［２００５年

の実態を調査した「２００６年国民生活基礎調査」

によれば，年間所得１００万円未満世帯が６.０％，

同２００万円未満世帯が１８.９％，同３００万円以上世

帯が６９.３％，同５００万円以上世帯が４５.７％，平均

所得５６３万円，中央値４５８万円となっている。］

２００１年中の所得の状況を調査した厚生労働省

「２００２年所得再分配調査報告書」も，ほぼ同様

の結果を示している。この調査結果は，５０万円

刻みで示されている。社会保障や税による再分

配後の世帯所得の分布は，次の通りである。年

間所得１５０万円未満の世帯が９.９％，同２５０万円

未満世帯が２１.７％，３００万円以上世帯が７１.８％，

５００万円以上世帯が４６.１％であり，再分配後の

平均所得額５７５万円，中央値は具体的に示され

ていないが，分布状況（４５０万円未満が４８％，
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５００万円未満が５３.９％）からみて４５０万円から

５００万円の間にあることがわかる。［２００４年中の

所得を調査した「２００５年所得再分配調査報告

書」によれば，再分配後の年間所得１５０万円未

満の世帯が１１.６％，同２５０万円未満世帯が２４.６％，

平均所得額は５５０万円，中央値は４５０万円弱であ

る。］２００１年から２００５年の状況についてのこれ

らの諸調査によれば，世帯所得の平均値と中央

値の漸減，所得の最も低い層の割合の漸増が示

されている。とはいえ，社会全体の所得階層の

配置構造とその含意については，ほぼ同様の結

果を示しているといえよう１）。

ついで貯蓄額についてみてみよう。９８年末の

勤労者１世帯当りの平均貯蓄額は１３５２万円（負

債５７４万円。個人営業，法人経営，自由業者な

どの一般世帯を合せた全世帯平均貯蓄額は１６６１

万円，負債５３５万円）である。また，中央値は

８９３万円，最頻値は４００万円となっている。この

貯蓄の内訳，種類別現在高は，次の通りであ

る。定期性預貯金６０２万円，生命保険・損害保

険４４３万円，通貨性預貯金１３４万円，有価証券

１０９万円，その他６３万円，等となっている。こ

うした貯蓄額の状況も，勤労者・国民のかなり

広範な層が少なからぬ貯蓄＝金融資産を保有し

ていることを示している２）。事実，９８年の国民

１人当り個人金融資産残高を国際比較しても，

日本は８.７５万ドルで，空前の好景気と株高が持

続するアメリカの１１.９６万ドルよりは少ないが，

イギリス７.９万ドル，ドイツ４.２５万ドル，フラン

ス４.７６万ドル（９７年）のいずれをも上回ってい

る３）。

０４［０７］年における勤労者世帯の平均貯蓄額

は１２７３［１２６８］万円（負債６５５［６６４］万円。全

世帯平均貯蓄額は１６９２［１７１９］万円，負債５２４

［５０５］万円，貯蓄の中央値１０２４［１０１８］万円）



であり，また中央値は８０５［７８３］万円である。

そして，この貯蓄の内訳は，定期性預貯金５２１

万円，生命保険・損害保険３７８万円，通貨性預

貯金２０６万円，有価証券１０６万円，その他６３万

円，等となっている。９８年と比べて，この間

に，勤労者世帯の総貯蓄額の平均で７９万円，純

貯蓄額では１６０万円，それぞれ減少しておりと

くに後者は少なからぬ低下を示している。しか

し，全世帯では総貯蓄額においてもまた純貯蓄

額でも幾分増加を示している。勤労者・国民の

かなり広範な層が少なからぬ金融資産を保有し

ている状況に大きな変化はないといえよう４）。

次に，わが国の家計資産の現況についてみて

みよう。この点では，８９年における２人以上の

全国普通世帯の純資産額は平均５３７２万円であ

り，その内訳は，宅地資産３９９４万円（全体の

７４.４％），金融（純）資産６８１万円（１２.７％），住

宅資産５０９万円（５.９％），耐久財１８９万円（３.５％）

となっている。その際，住宅・宅地資産のみに

ついてであるが，平均値４５０２万円の他に中央値

と最頻値を示せば，それぞれ１９７０万円と１５３０万

円である（ただし，住宅・宅地資産のない世帯

を除いた場合，平均値５７４１万円，中央値２７２４万

円となる。ちなみに，２人以上の普通世帯の持

家率はこの「全国消費実態調査」では，８４年に

７４.２％である）５）。

バブル経済が崩壊した後の９４年におこなわれ

た調査では，同様にそれぞれ平均純資産額５３７５

万円，宅地資産３６３６万円（資産額全体の６７.６％），

金融純資産８４７万円（１５.８％），住宅資産６５９万円

（１２.３％），耐久消費財２３３万円（４.３％）となって

いる。そして，同年の純資産額の中央値は，

３０１６万円である（住宅・宅地資産額の平均値

［保有世帯のみ］は５４７８万円，中央値は３０３３万

円である）６）。明らかなように，この調査でみる
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限り，８９年から９４年にかけて，つまりバブル経

済崩壊後にも家計資産額については，明示的な

変化（減少）はみられない。

変化は，次回５年後に行なわれた９９［２００４］

年調査で現れる。上記と同様の順序で示すと，

次の通りである。平均純資産額４３８７［３９００］万

円，宅地資産２６７７［２１８０］万円（資産額全体の

６１.０［５５.９］％），金融純資産８９５［９５０］万円（２０.４

［２４.４］％），住宅資産６２０［６０６］万円（１４.１［１５.５］

％），耐久消費財１９４［１６４］万円（４.４［４.２］％）で

ある。同年の純資産額の中央値は２８７１［２４９８］

万円（住宅・宅地資産額の平均値［保有世帯の

み］は４１８３［３３９６］万円，中央値は２７５１［２１３８］

万円）である７）。この間の宅地資産の評価額の

減少により，全体としての純資産額も１千万円

［さらに五百万円］ほど減少している。しかし，

それでもなお，この純資産額の平均値と中央値

は，多くの国民がかなりの資産額を所有してい

ることを示している。

なお，メリルリンチ日本証券がまとめた２００２

年および０４［０６］年末時点の富裕層に関するレ

ポートによれば，日本には金融資産のみで１００

万ドル（１.１７億円ないし１.０７億円）以上を保有

する人びとが１２４万人および１３４［１４８］万人い

るという８）。この調査の結果に基づけば，日本

には，通常の意味での日常生活上の経済的不安

から解放されている人々が少なくとも数百万

人，おそらくは１千万人近くいることになるだ

ろう。なぜなら，金融資産１億円以上は，その

当該者の家族だけでなくその３世代に及ぶ家族

の経済生活を守ると考えることができるからで

ある。加えて，次のことが念頭に置かれるべき

である。金融資産１億円以上の所有者が，同時

に不動産の所有者である可能性は極めて高い。

逆に，同時に不動産所有者でない可能性は限り



なく小さい。そのことを考慮すれば，上記の私

の評価の妥当性はますます高くなるだろう。ま

た，２００６年９月６日『日本経済新聞』に掲載さ

れた野村総研による調査では，わが国の金融資

産１億円以上の所有世帯（個人数ではない）は

８６.５万に達している。そして，５千万円から１

億円の間の金融資産所有世帯数は２８０万に昇る

という。わが国の富裕層が相当な厚みに達して

いることを，これらの数値は雄弁に物語ってい

る。

上述のような諸指標は，今日の日本では基本

的生活手段を安定的に確保しえているという意

味での「豊かな人々」が社会の多数を占めてい

ることを，ほぼ示している（と言えるだろう。

私はそう評価する。先述の規定を繰り返せば，

ここでいう「豊かな人々」とは，住宅とかなり

の耐久消費財を所有し子供に無理なく大学教育

を受けさせる所得と資力のある人々から，借家

住まいであるが人並みの耐久消費財を有し衣食

住のミニマムを安定的に確保しえている人々ま

でを含んでいる。それはまた，特権的富裕層な

いし富豪とでもいうべき人々，つまり十分な資

産を保有し稼得労働の必要性から解放された

人々，のみを意味しない）。

しかし，そのことは，今日の日本に不安定就

業階層や低所得者層あるいは貧困層などが存在

していない，ということをもちろん意味しては

いない。また，日本における所得分配のあり方

が大きな問題を孕んでいることを，否定するも

のでもない。

以上の諸指標を念頭に置きながら，わが国の

所得格差のこの間の変化についてみてみよう。

この点では，厚生労働省「所得再分配調査結

果」（この調査は，すべての職業を包括し，若年

や高齢者などの単身者をもサンプルに含んでい
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る）９）を基にした橘木俊詔の研究が最も重要で

また信頼できるものであろう。

第１表が示すように，１９８０年代に入って以

降，わが国の世帯間の所得格差は，ジニ係数で

みて，再分配前（ただし，同調査の再分配前の

当初所得には公的年金所得が含まれておらず，

そのことが再分配前ジニ係数の数値に大きく影

響しており，その点注意を要する１０））はもちろ

ん再分配後もほぼ傾向的に拡大しつつある。そ

の原因ないし理由について，橘木氏は，１９９０年

代後半に焦点を当てながら，次のような諸点を

挙げている１１）。イ）失業率の上昇，生活保護世

帯の増加，低賃金労働者の増大など，低所得者

層の増加が顕著である。ロ）賃金所得につい

て，年功秩序制から能力・実績主義への移行過

程にあった。ハ）金融資産について，持てる者

と持たざる者の格差が─バブル期よりも若干

緩和されたとはいえやはり─所得格差として

寄与した。ニ）ベンチャー・ビジネス開業者の

事業所得および株式公開所得，作家，プロ・ス

ポーツ選手，芸能人，医者などの個人業主成功

者の高額所得，も目立った。ホ）高齢者層はも

ともと貧富の格差が他の世代よりも大きかった

が，高齢化の進展により，その格差がますます

顕在化した１２）。

資産格差については，金融資産格差と土地資

産格差に関するジニ係数の変化が，第２表に示

されている。バブル経済の崩壊後，その時期と

比較すればいずれも格差は縮小傾向にあるとい

ってよいが，金融資産についてはその変化は僅

かであり（また年によって逆転現象もあり），

土地資産についてはかなりの変化（これもまた

若干の逆転がみられる）であるといえる。ただ

し，これら資産分野での格差の大きさ自体は，

当然予想されることであるが，依然として所得



格差よりもかなり大きな数値となっている。

２．農家と勤労者世帯との所得および貯蓄比較

９７年における農家世帯と勤労者世帯の年間総

所得は，それぞれ８８０万円と７１４万円である。世

帯員数の平均が４.１３と３.５３であり，就業者数が

２.４９人と１.６６人であるから，農家所得は，勤労

者世帯と比べて，就業者１人当りでは低いが，

世帯当りでも，世帯員１人当りでもそれを上回

っており，絶対額でも比較的安定した生活を可

能にする水準にあると考えられる１３）。

こうした格差は，両者の貯蓄額を比較すれ

ば，一層拡大し明瞭となる。９７年末で農家の平

均貯蓄額は，貯蓄２９７０万円：借入金３２８万円：

純貯蓄２６４２万円であり，勤労者世帯では，それ

ぞれ１２５０万円：４９８万円：７５２万円である。農家

が勤労者の２.４倍，借入金を差し引いた純貯蓄

では何と３.５倍に達している１４）。

そして，２００３年における農家世帯と勤労者世

帯の年間総所得は，それぞれ７７１万円と７２１万円
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である。また，同年末の両者の貯蓄額を比較す

れば，農家世帯は貯蓄３１９９万円：借入金：２８６

万円：純貯蓄２９１３万円，勤労者世帯がそれぞれ

１２９２万円：６０５万円：６８７万円となっている。両

者間の格差は，年間所得では縮小しているが，

純貯蓄では４.２倍とこの間更に拡大している１５）。

勤労者世帯と比較した場合の農家世帯の所得

と資産のこうした相対的高さとその要因に関連

して，加瀬和俊の見解は有益かつ示唆的であ

る。彼は，高度経済成長後に農家の就業機会の

選択が家単位の農作物栽培ではなく世帯総所得

の最大化をめざす経済計算によるようになった

こと，１９７０年時点では世帯として都市勤労世帯

の所得と均衡する水準に達していたこと，１９７０

年代以降のモータリゼーションの進展により農

家世帯員の通勤圏が一挙に拡大しそれによって

彼らの地元就業機会が大きく増加したこと，な

どを具体的実証的に明らかにしている１６）。

なお，こうした金融資産上の農家と一般勤労

者世帯との間の格差に加え，私達は，都市近郊

第１表 所得分配の平等度
（ジニ係数）

再分配後所得再分配前所得年

０.３１４０.３５４１９７２
０.３４６０.３７５１９７５
０.３３８０.３６５１９７８
０.３１４０.３４９１９８１
０.３４３０.３９８１９８４
０.３３８０.４０５１９８７
０.３６４０.４３３１９９０
０.３６５０.４３９１９９３
０.３６１０.４４１１９９６
０.３８１０.４７２１９９９
０.３８１０.４９８２００２
０.３８７０.５２６２００５

出所）橘木俊詔『家計からみる日本経
済』岩波新書，２００４年，p.１２９より。
２００２年と０５年の数値は，それぞれの
『所得再分配調査報告書』により補足。

第２表 資産格差の推移
（ジニ係数）

土地資産格差金融資産格差年

０.５９９２０.５２０３１９８０
０.５６３９０.５０９７１９８５
０.６５３１０.５２１０１９８７
０.６４７５０.５１２８１９８８
０.６５１００.５１４６１９８９
０.６３１３０.５０９２１９９０
０.６０９８０.５０１５１９９２
０.６０４１０.４９３８１９９４
０.６１７７０.４８６２１９９５
０.５８０３０.４９０３１９９７
０.５６２４０.４７０７１９９８
０.５７５６０.４８３４１９９９
０.５６０１０.４８３９２０００
０.５９１４n.a.２００５

出所）『国民生活白書』２００４年，p.２０３；
同２００７年，p.２６５より。



農家の土地所有の経済的力が今日依然として極

めて強力なものであることにも留意する必要が

あろう。

３．公的老齢年金の制度間・階層間格差

まず公的年金受給権者１人当りの年金額を

１９９６年度および２００２［０６］年度分についてみて

みよう。それぞれ，厚生年金は１９５万円─２０２

［１６９］万円，国家公務員共済（各省各庁組合）

２４５万円─２４９［２４３］万円，同（適用法人組合）

２４８万円（９６年），地方公務員等共済組合２７４万

円─２８２［２７８］万円，私立学校教職員共済組合

２１６万円─２１９［２１３］万円，農林漁業団体職員共

済組合１９１万円─１９７万円［０１年，０２年４月に厚

生年金と統合］，そして国民年金４５万円─４７

［４７］万円となっている１７）。

明らかなように，わが国の公的年金はその制

度間の格差が極めて大きい。確かに，各種共済

や厚生年金─周知のように両者の内でも前者

とくに公務員が有利である─給額はかなりの

水準にあるといってよいが，しかし国民年金は

月額にすれば僅か４万円足らずであり，老人が

年金で生活を支えることは全く不可能な額であ

る。しかも，この国民年金は，９７年において適

用者数３１５４万人で全体の４４.８％，受給権者１６５９

万人で同４６.４％，０３年においても適用者数３３４９

万人で全体の４７.６％，受給権者２２１１万人で同

４７.１％を占め最大部分をなしている１８）。

もっとも，このことから直ちに，日本の老人

世帯の約半数がせいぜい月額８万円程の年金生

活を余儀なくされているという結論が導き出さ

れるわけではもちろんない。なぜなら，第１に

夫婦が必ず共に国民年金受給者だというわけで

はないし，第２に老人の収入は年金のみに限ら

れるわけではなく，他に稼動所得や財産所得な
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どがありうるし，第３に子供などとの同居世帯

生活を営んでいる場合も，もちろんあるからで

ある。

これらの諸点を考慮してもう少し詳しくテー

マに関連する問題を検討すれば，統計年はかな

り遡るが，高齢夫婦２人世帯の８９年における年

金収入は，夫の平均値１５４万円，中央値１６０万

円，そして妻の平均値２６万円，中央値２３万円

（ここに国民年金受給の影響が明確に現われて

いる）であり，夫婦あわせた世帯ベースの年金

額は平均値・中央値とも１８０万円となってい

る１９）。

また，高山憲之が，８９年の「全国消費実態調

査」（総務庁）を基に，高齢夫婦世帯（サンプル

数４７４３世帯）の経済生活条件について明らかに

した基本数値によれば，日本の高齢者世帯の年

間所得の最頻値─中央値─平均値はそれぞれ

２８０～２８９万円─３３８万円─４３０万円（上からの百

分位値３３％），消費月額１４.０～１４.９万円─１９.５万

円─２２.９万円（３６％），貯蓄残高３００～３９９万円─

１１３５万円─１９５６万円（３０％），宅地・住宅［保有

世帯のみ］１４００～１４９９万円─２７２８万円─６４８８万

円（２４％），となっている２０）。明らかなように，

所得・消費・資産のいずれにおいても，その平

均値はもちろん中央値や最頻値に照らしても，

高齢夫婦がかなり安定的な生活を営める条件が

あるといってよいだろう。

更にまた，一般勤労者世帯の平均とその内６５

才以上の無職の高齢者がいる世帯とを資産面で

比較すると，８９年において持家率では前者

６８.７％，後者９４.８％，貯蓄額で前者８７２万円，後

者１２１４万円，負債額で前者３５３万円，後者２９８万

円となっており，いずれも高齢者のいる世帯の

方が資産面で多くなっている２１）。

しかしながら，だからといって，わが国の高



齢者（世帯）に何の個人的社会的問題もないと

いうわけでは，もちろんない。９７年において，

高齢者世帯の内なお５.４％は被保護世帯であっ

た。そして，０３年には，被生活保護世帯９４.１万

（人員では１３４.４万人）の内，４６.４％が高齢者世

帯であった。また，わが国には，９０年の時点

で，７０万人の寝たきり老人（６５才人口の４.６％），

１００万人の認知症老人（同６.７％）がいた。これ

らを合せた要介護老人数は，１３０万人余りであ

った。その内，病院の長期入院者２５万人，特別

擁護老人ホーム１５万人，老人保護施設１万人

で，残りの９０万人つまり要介護老人の約７割が

家族を中心に介護されていたと思われる２２）。そ

の家族の精神的・肉体的・経済的負担は深刻な

ものであり，また病院や諸施設も専門の介護士

や看護師の不足から老人のケア状況は，残念な

がら一般に良好とは決して言い難い。人口構成

の急速な高齢化に伴って，寝たきり老人は２０００

年に１００万人を超え，２０１０年には１７０万人，２０２５

年には２３０万人へ，そしてその他に認知症老人

と虚弱老人の合計が２０００年に１６０万人，２０１０年

には２２０万人，２０２５年には３００万人に増加すると

推計されており，「高齢化社会」への総合的な

対策の強化が望まれる２３）。

もっとも，従来家族の私的問題とされてきた

老人介護を社会化し，家族（主として女性）の

介護負担を削減した介護保険制度の成立とその

後の動向について，ここで言及しておく必要が

あるだろう。制度が始まった２０００年４月から

２００４年４月［０６年３月］末にかけて，要介護認

定者数は２１８万人から３８７［４３２］万人へと大幅

に増加している。０４年４月における介護度が最

も低い要支援段階から最も厳しい状況である要

介護度５までの人数の内訳は，次の通りであ

る。要支援６０［７２］万人，要介護１：１２５［１４２］
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万人，要介護２：５９［６４］万人，要介護３：４９

［５５］万人，要介護４：４８［５２］万人，要介護

５：４６［４６］万人。すでに発足したこの介護保

険制度を，財政的な維持可能性と世代間の社会

的公正理念に留意しながらも，より普遍的で同

時に身近な制度として育成し運営していく必要

がある２４）。

【注記】
１） 以上について，『国民生活基礎調査』１９９７年

版，厚生省編，p.１０５；同１９９０年，p.１３５；同１９８９
年，p.２２７；http://www.mhlw.go.jp/toukei/
saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa04/2-1.html；http://
www.mhlw.go.jp/houdou/2004/06/h0625-3.

html；http://www-bm.mhlw.go.jp/toukei/
saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa06/2-1.html；http://
www.mhlw.go.jp/houdou/2007/08/h0824-6.

html.

２） 『貯蓄動向調査』１９９８年，総務庁，p.２f。
３） 『日本経済を中心とする国際比較統計』１９９９

年，pp.４７-４９，の数値に基づいて算出。
４） 『家計調査年報』２００４年，貯蓄・負債編，pp.１-

９。in:http://www.stat.go.jp/data/sav/2004np/
01np.htm；『家計調査報告』貯蓄・負債編，
２００７年結果速報，pp.５-１２，in:http://www.stat.
go.jp/data/sav/sokuhou/nen/index.htm.

５） 平成元年『全国消費実態調査報告』第８巻
（３），総務庁統計局，１９９１年発行，pp.３３-５０。

６） 平成６年『全国消費実態調査報告』第６巻
（２），総務庁統計局，１９９７年発行，pp.３９-６９。

７） http://www.stat.go.jp/data/zensho/1999/4.

htm；http://www.stat.go.jp/data/zensho/2004/
shisan/youyaku.htm.

８） 『朝日新聞』２００３年６月１８日，同２００５年６月
１１日，同２００７年７月１４日。

９） 従来の「家計調査」（総務庁）では，農林漁業
世帯と単身者世帯が対象から除かれていた。し
かし，同調査でも，９９年以後農林漁業世帯が，
そして０２年以後単身者世帯が，それぞれ対象に
含まれるようになった。

１０） 大竹文雄『日本の不平等：格差社会の幻想と



未来』日本経済新聞社，２００５年，p.８。
１１） 橘木俊詔『家計からみる日本経済』岩波新

書，２００４年，pp.１２９-１３１。
１２） わが国大企業の役員報酬（賞与を含む）は，

従業員の平均給与の何倍ぐらいだろうか。『週
間東洋経済』２００４年５月１/８日号の「データ
&ランキング」欄（p.１４２）が示すところでは，
２００２/３年において上位５０社で１人当たり６６００
万円から２２３６万円であり，その多くは２０００万円
台から４０００万円台はじめである。その値は，当
該従業員の年間平均給与額のおおむね３～５倍
となっている（最大で８.８倍）。社長の平均年収
は，具体的に示されていないが，同所での社団
法人日本能率協会によるアンケート結果によれ
ば，一般的には平取締役の２.７倍であるという。
もっとも，ここでは役員の現職時における交際
費や車の使用他の種々の給付と便宜，また退職
慰労金や退職後の年金を含む種々の給付と便
宜，などは考慮されていない。

１３） 『農業白書付属統計表』１９９８，農林統計協会，
p.５７。

１４） 同上，p.５１。なお，『農業白書付属統計表』に
おける農家世帯と勤労者世帯の年間所得と貯蓄
額の比較については，管見の限りで，貯蓄額の
比較が２０００年版以降，また所得額の比較が２００２
年版以降，残念ながら，それぞれ掲載されなく
なっている。

１５） 『国民生活白書』２００５年，内閣府，p.２７７；『食
料・農業・農村白書参考統計表』２００４年，農林
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水産省，p.１２７；http://www.nochuri.co.jp/tokei/
pdf/chart14.pdf.

１６） 加瀬和俊「農村と地域の変貌」『日本史講座
第１０巻：戦後日本論』所収，東京大学出版会，
２００５年，pp.２３７，２４０，２４８-２５０。

１７） 『社会保障統計年報』１９９８年，総理府，p.１７１；
『社会保障統計年報』２００４年，国立社会保障・
人口問題研究所，pp.２５９；『社会保障年鑑』２００８
年，健康保険組合連合会編，p.２６３。

１８） 『厚生統計要覧』１９９８年，厚生省編，p.２８３；
『厚生労働白書』２００５年，pp.５２９-５３１。

１９） 高山憲之編著『ストック・エコノミー』東洋
経済新報社，１９９２年，pp.１６７，１６９。

２０） 高山憲之の論稿，『日本経済新聞』１９９２年６
月２０日所収参照。

２１） 平成元年『全国消費実態調査報告』第６巻，
pp.２６f。

２２） 中村達也「国は富み，そして日本人は貧しく
なった」『週刊エコノミスト』１９９２年１月７日
号，pp.９８-１０３；『厚生白書』１９９１年，p.２７２；『厚
生労働白書』２００５年，p.４８２。

２３） 『高齢社会白書』１９９９年，総務庁編，pp.７０f.の
推計値を，その後の実態値に基づき松葉が一部
修正した。

２４） 『厚生労働白書』２００５年，pp.４７f.；http://www.
wam.go.jp/wamappl/00youkaigo.nsf/vAllArea/

200603?Open（独立行政法人福祉医療機構のサ
イトより）

（以下，次号）
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Abstract:Thispapercontributestotheongoingdiscussionregardingeconomicdifferentialsand

povertyinJapan.Itplacesthisdiscussioninthecontextofthehistoricalchangestakingplacein

thestructureofmoderncapitalism,andoffersaconcreteanalysisofeconomicdifferentialsand

socialsolidaritypolicyinJapan.Followingthecountry’speriodofrapideconomicgrowth,the

majorityofJapanesepeoplehavebeenaffluent,inthesensethattheyhavebeenabletosecure

thebasicmeansofliving,andtheyconsistofanuppersocialstrata,generalemployees,andthe

self-employed.Tosolvetheproblemsstillfacedbythepoorminority,whatisneededisthe

pursuitofasocialsolidaritypolicybasedontheformationofanewdemocraticmajorityconsisting

ofthepoor,employeesandtheself-employed(then,inclusiveofapartoftherich).Howcanthis

berealized? Inthispaper,Iconsiderthiscomplicatedanddifficultproblem byexamining

theoreticallydifferentials,poverty,classandstratum,byanalyzingthedistributionofincomesand

assetsinJapan,andbyinvestigatingtheframeworkoftheeconomicandsocialpolicywhichcan

contributetothesolutionoftheproblemsofpoverty.
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